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平成２３年度２月補正予算（案）

Ⅰ 補正予算編成の考え方

東日本大震災への支援や緊急防災・減災対策、円高対策など喫緊の課題に

対応するため、国の補正予算を踏まえ、３次にわたり補正予算を編成し、機

動的かつ迅速な施策を展開してきた。

このたび、国の第４次補正予算に伴う公共事業や安心こども基金などへの

積み増し及び東日本大震災の教訓を踏まえた緊急防災・減災事業を推進する

とともに、平成 23 年度における年間の実績見込みを踏まえ、次のとおり補正

予算を編成する。

１ 国の第４次補正予算に伴い実施する事業

(1) 公共事業

農業体質、水産業の強化に必要な農業用用排水施設、拠点漁港施

設の整備等への支援

(2) 共同利用施設整備事業

食料供給力の強化や農畜産物の高付加価値化を図るため、集出荷

選果施設等の共同利用施設整備への支援

(3) 基金の積み増し

県民生活の安心確保を図るため安心こども基金やワクチン接種緊

急事業基金等へ積み増し

２ 緊急防災・減災事業

東日本大震災の教訓を踏まえ、津波対策インフラや地震対策インフラ

等を実施

３ 年間実績見込みを踏まえ補正する事業

Ⅱ 補正予算規模

（単位：百万円、％）
現 計 今 回

(12月補正後) 提案額
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ＋Ｂ

一 般 会 計 2,197,598 △ 122,948 4,218 △ 126,662 2,579 △ 3,083 2,074,650 95.8% △ 128,607

特 別 会 計 872,900 6,958 △ 1,211 △ 47,873 56,431 △ 389 879,858 89.4% 11,615

計 3,070,498 △ 115,990 3,007 △ 174,535 59,010 △ 3,472 2,954,508 93.8% △ 116,992

公営企業会計 180,502 508 △ 47 △ 3,783 4,529 △ 191 181,010 103.7% 7,565

合 計 3,251,000 △ 115,482 2,960 △ 178,318 63,539 △ 3,663 3,135,518 94.3% △ 109,427

(参考)
平成22年度
２月補正額

財 源 内 訳
前年同期
対 比

区分
国庫 特定 起債 一般

合 計
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Ⅲ 一般会計補正予算の概要（１２月補正予算後との比較）

１ 歳 入

（１）一般財源（△５５億円）

① 県税等（２２億円）

大規模中古家屋等の取得実績の増による不動産取得税の増（１０億

円）、課税本数が増加したことからたばこ税が増（２５億円）。

② 地方交付税等（△７０億円）

基準財政収入額の算定の基礎となる平成２２年度の県税収入が当初

予算編成時の見込みから大幅に増加したこと等により普通交付税等が

減（△８４億円）

（２）その他特定財源（△１，０９２億円）

① 国庫支出金（４２億円）

国の４次補正に伴う安心こども基金等への積み増しのための国交付

金の増（１５３億円）、災害復旧事業費の実績減（△６９億円） 等

② 県債（５０億円）

臨時増税を償還財源とする緊急防災・減災事業債の増（３４億円）、

国の第４次補正に伴う補正予算債等の増（３億円） 等

③ 諸収入等（△１，１８４億円）

中小企業制度資金貸付金の実績減に伴う償還金の減（△１，０５９

億円） 等
○歳入の内訳

現 計 Ａ

(12月補正後)

622,814 2,181 624,995 100.3

558,100 3,397 561,497 99.4

64,714 △ 1,216 63,498 108.4

491,888 △ 6,951 484,937 94.9

325,888 △ 4,559 321,329 100.0

166,000 △ 2,392 163,608 86.1

○ 14,639 △ 704 13,935 95.6

◇ 199,573 4,218 203,791 95.0

◇ 102,726 4,971 107,697 100.4

◇ 680,458 △ 118,363 562,095 91.0

2,112,098 △ 114,648 1,997,450 95.6

○ 1,129,341 △ 5,474 1,123,867 97.8

◇ 982,757 △ 109,174 873,583 92.9う ち 特 定 財 源 計

う ち 一 般 財 源 計

(単位：百万円、％)

今回補正額 合 計 Ｂ

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

地 方 特 例 交 付 金 等

前年同期
対比

県 税

地方法人特別譲与税

地 方 交 付 税 等

県 税 等

区 分
○＝一般財源、◇＝特定財源

○

○

合 計

国 庫 支 出 金

県 債

諸 収 入 等

※財源対策を除く
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２ 歳 出

（１）人件費（△７２億円）

退職手当の減（△６９億円） 等

（２）行政経費（△１，０５９億円）

中小企業制度資金貸付金の実績減（△１，０５９億円）、住宅復興助成

基金造成補助金の国への返納（９０億円）、国の４次補正に伴う安心こど

も基金等への積み増し（１５３億円） 等

（３）投資的経費（△５４億円）

① 投資補助事業（８億円）

国の第４次補正に伴う増（１６億円） 等

② 投資単独事業（△１３億円）

洲本家畜保健衛生所整備費の実績減（△２億円） 等

③ 緊急防災・減災事業（３４億円）

緊急防災・減災事業の追加実施による増（３４億円）

④ 災害復旧事業（△８３億円）

災害復旧事業（現年災）の実績減（△７１億円） 等

○歳出の内訳 （単位:百万円、％）

現計 Ａ
(12月補正後)

今回補正額 合計 Ｂ
前年同期

対比

575,179 △ 7,244 567,935 99.0

1,087,928 △ 105,915 982,013 93.6

220,060 △ 5,381 214,679 92.0

投 資 補 助 事 業 121,234 826 122,060 94.4

投 資 単 独 事 業 68,136 △ 1,303 66,833 71.5

緊急防災・減災事業 4,629 3,396 8,025 皆増

災 害 復 旧 事 業 26,061 △ 8,300 17,761 167.4

286,273 △ 1,330 284,943 102.3

28,158 △ 3,078 25,080 83.9

2,197,598 △ 122,948 2,074,650 95.8

区分

合 計

繰 出 金

投 資 的 経 費

行 政 経 費

人 件 費

公 債 費
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３ 財源対策

○ 財政フレーム上の財源対策（△８３億円）

収支不足額が当初予算時に比べ８３億円改善したことから、県債管

理基金の活用額を減額

＜参考：国の第４次補正予算フレーム＞

（単位：億円）

（単位:百万円）

区分 当初予算 Ａ 年間見込 Ｂ 追加対策 Ｂ-Ａ

歳 入 a 2,042,965 1,997,450 △ 45,515

歳 出 b 2,128,465 2,074,650 △ 53,815

収 支 不 足 額 a-b △ 85,500 △ 77,200 △ 8,300

退 職 手 当 債 25,000 25,000 0

行 革 等 推 進 債 25,000 25,000 0

県 債 管 理 基 金 35,500 27,200 △ 8,300

財 源 対 策 合 計 85,500 77,200 △ 8,300

１．義務的経費等の追加 1,406 １．税収 11,030
(1) 災害対策費 67
(2) 生活保護費等負担金等 1,339

２．税外収入 88
２．その他の経費 20,331
(1) 高齢者医療・子育て・福祉等 4,939
・高齢者医療の負担軽減（基金）の１年延長 2,719
・安心こども基金の１年延長 1,270
・子宮頸がん等ワクチン接種基金の１年延長 526
・妊婦健康診査支援基金の１年延長 181
・障害者自立支援対策の基金の１年延長等 152

(2) 国際分担金及び拠出金 1,875 ３．既定経費の節減 14,227
(3) 食と農林漁業の再生に必要な経費 1,574 (1) 国債費の不用 12,923
(4) 中小企業資金繰り支援 7,413 (2) その他 1,304
(5) 環境対応車普及促進対策費 3,000
(6) その他 1,530 ４．公債金 －

３．地方交付税交付金 3,608

合 計 25,345 合 計 25,345

財政需要 財 源
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Ⅳ 一般会計

１ 国の第４次補正予算に伴う対応 １６，９３３，１７８千円

（１）公共事業 １，２９６，０９８千円

① 農業体質強化のための基盤整備促進事業 １，１８１，５９３千円

（国庫 729,034、特定 145,294、起債 305,900、一般 1,365）

農業体質強化のための暗渠排水等の農地整備、老朽施設の更新等の

農業水利施設の整備を支援

○事業内容：農業用用排水施設の整備等

○実施箇所：南あわじ市ほか 14 市６町

② 木の香るまちづくり事業 ４５，０００千円（国庫）

木材利用の推進のため、木造公共建築物や木材加工流通施設の整備

等に対し支援

○事業内容：木造交流施設の整備

○実施箇所：丹波市 野上野交流センター（仮称）

③ 産地水産業強化支援事業 ６９，５０５千円

（国庫 55,150、起債 14,100、一般 255）

漁業の６次産業化を通じた産地の水産業の強化や拠点漁港の高度衛

生管理に必要な鮮度保持施設等の整備への支援

○事業内容：漁具保管倉庫の整備（建替）

○実施箇所：姫路市坊勢漁港

（２）共同利用施設整備事業 ３０２，２７６千円（国庫）

食料供給力の強化や農畜産物の高付加価値化を図るための集出荷貯蔵

施設等の共同利用施設整備への支援

① 野菜産地総合整備対策事業 ２１４，３６５千円（国庫）

○事業内容：集出荷選果施設整備（たまねぎ）

○事業主体：あわじ島農業協同組合

② 花き・果樹競争力強化対策事業 ８７，０１１千円（国庫）

○事業内容：全自動荒茶加工施設整備

○事業主体：丹波ささやま農業協同組合

③ 山地畜産確立事業 ９００千円（国庫）

○事業内容：放牧場設備（電気牧柵）整備

○事業主体：名色放牧場利用組合（香美町）
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（３）基金の積み増し １５，３３４，８０４千円（国庫）

① 森林林業緊急整備基金への積み増し １５６，２００千円（国庫）

森林・林業の再生に必要な森林施業プランナー、素材生産の技能者

や森林作業道作設オペレーターの育成を支援するための積み増し

・積立累計額 ６，５１６百万円

・基金設置期間 平成 26 年度まで

② 森林整備地域活動支援事業基金への積み増し

１３３，０００千円（国庫）

森林所有者への働きかけ、森林の現況調査、境界の確認等の森林施

業の集約化に必要な諸活動を支援するための積み増し

・積立累計額 ５０４百万円（第２期分）

・基金設置期間 平成 28 年度まで

③ 安心こども基金への積み増し １１，３２４，６８２千円（国庫）

保育所等整備や児童虐待防止対策の強化のための積み増し

・積立累計額 ２９，２３８百万円

・基金設置期間 平成 24 年度まで延長

④ ワクチン接種緊急事業基金への積み増し

２，３４２，３３８千円（国庫）

ワクチンによる感染予防効果の高い子宮頸がん等にかかる予防接種

に対する補助事業を実施するための積み増し

・積立累計額 ７，２３１百万円

・基金設置期間 平成 24 年度まで延長

⑤ 妊婦健康診査支援基金への積み増し ８７２，５８４千円（国庫）

妊婦の健康管理の充実及び健診受診に係る経済的負担の軽減を図り、

安心して妊娠・出産ができる体制を整備するための積み増し

・積立累計額 ４，９７１百万円

・基金設置期間 平成 24 年度まで延長

⑥ 障害者自立支援特別対策事業基金への積み増し

５０６，０００千円（国庫）

障害者の自立支援の推進に必要となる施設や環境の整備等を実施す

るための積み増し

・積立累計額 １３，３５５百万円

・基金設置期間 平成 24 年度まで延長
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２ 緊急防災・減災事業の実施 ３，３９６，４４８千円

（国庫△7,772、緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 3,389,900、一般 14,320）

（１）津波対策インフラ整備事業 ９０１，７４１千円

東海・東南海・南海地震に備え、平成 24 年度に策定する「津波防災イ

ンフラ整備５箇年計画（仮称）」に位置づける事業に必要な防潮堤の調

査・点検や港内カメラ画像の公開などを実施

＜主なもの＞

（２）地震対策インフラ整備事業 ７４８，２２５千円

緊急輸送道路等の橋梁耐震補強や道路法面の点検・補修を実施すると

ともに、東海・東南海・南海地震のレベル２地震動に対する河川堤防の

耐震点検などを実施

＜主なもの＞
（単位：千円）

対 策 対策内容 区分
事業費

(県予算額)
整備箇所

(1) 緊急輸送道路等の
耐震対策

緊急輸送道路等における
橋梁耐震補強や道路法面
の点検・補修

単独 650,000
幣塚橋（国道２号）、
国道１７８号他

(2) 河川堤防の耐震点
検

レベル２地震動を踏まえ
た耐震点検 単独 50,000 県南部の河川

（単位：千円）

対 策 対策内容 区分
事業費

(県予算額)
整備箇所

(1) 津波防御対策 陸閘、水門、排水機場、
矢板護岸の点検・修繕

単独 332,000
家島漁港、妻鹿漁港（姫路
市） 等

(2) 既存施設強化対策 防潮堤基礎部調査、海岸
防潮堤の補強対策、河川
津波遡上計算等 単独 528,000 妻鹿漁港（姫路市） 等

(3) 避難支援対策 港内カメラ画像公開
(サーバー整備）、漁港
の避難路整備等

単独 40,000
沼島漁港（南あわじ市）、
居組漁港（新温泉町）、
尼崎西宮芦屋港（尼崎市）
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（３）風水害対策緊急整備 １，５７９，４８２千円

① 生活道路緊急改善事業 ７００，０００千円

生活道路の安全確保と通行支障箇所の早期解消を目的に、地域の課題

やニーズにきめ細かに対応する即効性の高い事業に取り組む「生活道路

緊急改善事業」を拡充し、台風第 12 号・15 号の教訓を踏まえた小規模

な土砂流出や路面冠水等に対処する簡易な防災対策を実施

○整備箇所：国道２号（加古川市）、西脇口吉川神戸線（西脇市） 等

生活道路緊急改善事業（平成23～25年度）の主な拡充内容

ア 簡易な冠水対策 河川沿いの防水壁設置、側溝の設置等

イ 谷筋からの小規模な土砂流出対策 防護擁壁・ふとんカゴ等の設置

ウ 落石防護柵等の機能復元対策 落石防護柵の背面等に堆積した土砂の撤去

エ 簡易な路肩崩壊防止対策 路肩排水工、法面排水工の設置等

オ 道路区域外からの落石防止対策 法面の上部への樹脂ネットの設置等

カ 道路アンダーパス部の安全対策 冠水情報板の設置、ポンプ設備等の耐水化

② 地域の河川緊急改善事業 ８００，０００千円

台風第 12 号・第 15 号災害を踏まえ、地域が直面する治水上の課題や

ニーズに対応するため、防水壁による局所的な越水対策等、現地の状況

に合わせて創意工夫したきめ細やかな対策を実施する「地域の河川緊急

改善事業」を創設し、集落地先の安全性を速やかに確保

○整備箇所：岡部川（市川町）、奥山川（豊岡市） 等

地域の河川緊急改善事業 整備内容

ア 局所的な越水対策 既設護岸の嵩上げ、防水壁の
設置

イ 部分的ネック箇所の
修正

屈曲部の法線是正、狭窄部で
の暫定的な河積拡大 等

抜本改修に至るまで
の上下流バランスに
配慮した暫定対策

ウ 河道内樹木等の伐採 洪水の流下を阻害する河道内
樹木・河畔林の伐採

ア 既設護岸等の補強対策 護岸の根継・根固工、護岸背
後の空洞充填 等

災害予防に効果的な
施設修繕等

イ みお筋の付け替え 土砂除去と水制工の組合せに
より、川の流れの力を利用し
て土砂が溜まりにくくする等
の工夫
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③ 県単独緊急ため池整備事業 １００，０００千円

近年のゲリラ豪雨等により、被害発生の危険性が増している老朽化し

たため池において、特に緊急整備の必要な部分の改修などを推進

○事業主体：市町

○実施内容：部分改修工事（堤体の部分的な改修、洪水吐の改修 等）

減災対策（ハザードマップの作成 等）

○事業期間：平成 23～24 年度

○総事業費：1,755 百万円（うち県負担 1,000 百万円）

○改修箇所：120 か所（平成 23 年度 22 か所）

○負担割合：県 57/100、市町及び農家 43/100

＜緊急防災・減災事業の事業費＞

＜一般会計＞ （単位：百万円）

856 902 3,740 5,498

補 助 856 2 2,279 3,137

直 轄 0 0 161 161

単 独 0 900 1,300 2,200

2,912 748 2,033 5,693

補 助 2,433 48 1,419 3,900

直 轄 479 0 114 593

単 独 0 700 500 1,200

860 1,579 3,752 6,191

補 助 160 △21 187 326

直 轄 0 0 65 65

単 独 700 1,600 3,500 5,800

4,629 3,229 9,525 17,383

補 助 3,450 29 3,885 7,364

直 轄 479 0 340 819

単 独 700 3,200 5,300 9,200

0 167 9 176

4,629 3,396 9,534 17,559

＜流域下水道事業特別会計＞

933 10 87 1,030

合計 5,562 3,406 9,621 18,589

5,562 3,239 9,612 18,413

※純計は、下水道特会への繰出の重複分を除いたもの

合 計(a＋b＋c)

津波・地震対策(補助)

H23年度
12月補正 a 2月補正 b

純計

下水特会へ繰出

合 計

H24当初 ｃ

小 計

風水害対策

地震対策

区 分

津波対策
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３ 道路除雪の実施 ４９３，０００千円（国庫 195,333 一般 297,667）

今冬の但馬地域を中心とした大雪を踏まえ、道路除雪等を実施

○事業内容 道路除雪・凍結防止剤散布等

○全体計上額（過去 10 カ年で最大降雪量となっている平成 17 年度

並の事業量を確保）

４ 債務負担行為の活用による平成２４年度事業の早期着手

（債務負担行為２，０００百万円）

年度末及び年度当初の工事発注の空白期間を解消するため、県単独事業

における債務負担行為（ゼロ県債）の活用により、２４年度工事を前倒し

発注

Ⅴ 県有環境林等特別会計

県有環境林の取得 ６，２５４，５８６千円

（起債 6,254,400、一般 186）

乱開発の抑制等に寄与してきた先行取得用地等について、現時点では利

活用が見込めないことから、森林の持つ公益的機能に着目し、環境林とし

て取得

○ 取得用地 但馬空港周辺用地（5,654,325 ㎡）

○ 取得金額 ６，２５４，５８６千円

○ 財 源 地域活性化事業債を活用

（元利償還金の 30%に後年度交付税措置）

（単位:百万円）
事業名 金額
道 路 1,220
河 川 438
砂 防 105
港 湾 172
街 路 17
公 園 44
下 水 4
計 2,000

（単位：千円）

現 計 ２月補正 計

公 共 144,000 293,000 437,000

県 単 837,000 200,000 1,037,000

計 981,000 493,000 1,474,000

区 分
平成23年度
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Ⅵ 県営住宅事業特別会計

県営住宅の空き家解消に向けた補修の実施 ４００，０００千円（起債）

現在空き家となっている県営住宅について住環境を整え、次の入居を促

すための空き家補修を実施

○工事内容：風呂釜、給湯器取り替え等

○対象戸数：５７０戸

Ⅶ 公債費特別会計

借換債平準化対策の実施 ４９０億円

借換債が 26 年度に大幅に増加することから、23 年度から 26 年度までの４

年間については、現行の借換率の範囲内で各年度の借換債発行額の平準化を

図る。

具体的な対策

① 23 年度 ：発行可能額まで発行

② 24 年度～26 年度：借換債発行総額 9,584 億円を平準化

最小 2,010 億円 ～ 最大 5,080 億円(２．５倍)

→ 最小 2,730 億円 ～ 最大 3,430 億円(１．３倍)

※１ 23 年度から 26 年度の借換率：現行どおり(７８．５％)

※２ 23～25 年度に借換債を追加発行することで、増加する県債管理基

金残高については、26 年度の償還に活用

○借換債発行額
（単位：億円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 計

対策前 1,336 2,010 2,990 5,080 11,410

対策後 1,826 2,730 程度 3,430 程度 3,430 程度 11,410

+ 490 + 720 程度 + 440 程度 △ 1,650 程度 0

借
換
債

区 分

基金残高


